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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇その他の事故、事件 

・消費者安全法の重大事故等に係る公表について 

＜消費者庁 2022年 5月 12日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/028692/ 

https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_220512_01.pdf 

   生命・身体被害に関する消費者事故等として通知された事案：72 件  

             うち重大事故等として通知された事案：17 件 

---------- 

・消費者安全法の重大事故等以外の消費者事故等の事故情報データバンクの登録について 

＜消費者庁 2022年 5月 12日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/028691/ 

     https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_220512_02.pdf 

  1.事故情報 (1)事故情報(下記(2)を除く):8件 

        (2)事故情報(食中毒情報)：10件 

2.リコール・自主回収情報 

      (1)リコール・自主回収情報(食品関係)：33件 

      (2)リコール・自主回収情報(食品関係以外)：4件 

-------------------- 

◇事故、事件の続報 

・日医工、私的整理を検討 後発薬不正で業績悪化 

＜日経新聞 2022年 5月 12日＞ https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCC120P70S2A510C2000000/ 

後発薬大手の日医工が私的整理の一種である事業再生 ADR（裁判以外の紛争解決）を検討していることが 12日、

分かった。品質不正で 2021年 3月に業務停止命令を受け、業績が悪化していた。国の普及策によって市場拡大の

続いた後発薬は品質不正が相次ぎ、再編の局面に入っている。 

同社は 12日、「事業再生 ADR手続き利用も含め経営再建を検討していることは事実」とのコメントを発表した。

同社は富山第一工場（富山県滑川市）で承認書に記載のない手順で生産していたことなどが発覚し、富山県から

同工場での製造業務を 32日間停止する業務停止命令を受けた。現在も全面再開に至っておらず、全品の生産は

23年秋以降になる見通しだ。 

22年 3月期の連結決算（国際会計基準）は売上高が前の期比 2%減の 1850億円、最終損益は 186億円の赤字にな

ると発表している。21年 9月には医薬品卸大手のメディパルホールディングスから 9.9%の出資を受け、再建を急

いでいた。 

後発薬では小林化工（福井県あわら市）が品質不正で業務停止命令を受け、同社の工場を同業大手のサワイグル

ープホールディングスが 3月に取得した。相次ぐ品質不正を背景に品不足となる品目もあり、流通の混乱が続い

ている。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 
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・高浜原発 CO事故で正式裁判請求 略式命令不服、法人側 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897303191480582144?c=39546741839462401 

 関西電力高浜原発（福井県高浜町）敷地内のトンネルで 2019年、作業員 9人が一酸化炭素（CO）中毒となった

事故で、労働安全衛生法違反の罪で略式命令を受けた土木工事業「若狭プラントサービス」（同県美浜町）と、

当時の作業責任者の男性（67）が 12日までに、命令を不服として敦賀簡裁に正式裁判を請求した。福井地検など

が明らかにした。 

 地検などによると、今年 4月 6日に敦賀区検が略式起訴し、同 22日に敦賀簡裁が罰金 20万円の略式命令を出

した。同社と男性は罰金を納付せず、5月 9日までに正式裁判を請求し受理された。 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・原発事故の国連報告者が訪日へ 9～10月、初の避難者調査 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897414806349627392?c=39546741839462401 

---------- 

・除染開始「24年度めど」 福島・双葉町、復興拠点の区域外 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897419611623686144?c=39546741839462401 

-------------------- 

[原子力施設全般] 

・原子力規制委の審査効率化を提言 自民特別委「遅延している」 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897412178717016064 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年5月12日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25660.html 

・新型コロナウイルス感染症（変異株）の患者等の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年5月12日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25659.html 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和４年５月12日版）  

＜厚生労働省 2022年 5月 12日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25652.html 

---------- 

◇オミクロン株派生型感染者を国内初確認 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897410675927760896?c=39546741839462401 

 厚生労働省は 12日、成田空港に着いた 3人が新型コロナウイルスのオミクロン株派生型の「BA・4」と「BA・5」

に感染しているのを確認したと発表した。南アフリカなどで広がっており、感染者の確認は国内で初めて。 

---------- 

◇米のコロナ死者 100万人に ワクチン未接種、死亡率高く 

＜日経新聞 2022年 5月 13日＞ https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN22ELW0S2A420C2000000/ 

米国の新型コロナウイルスの死者数が、累計で 100万人を超えた。ワクチン未接種者の割合が他の先進国よりも

高いことがあり、感染者数に占める死亡率は日本や英国を大きく上回った。米国では感染者数がじわりと増えて

いるものの足元で新規死者数は低水準で推移しており、正常化に向けた動きは加速している。 

バイデン米大統領が 12日、米国の新型コロナ死者数が 100万人を超えたと発表した。新型コロナ対策を話し合う

オンラインの首脳会議にビデオメッセージを出し「亡くなった人々に敬意を表し、多くの死を防ぐためにできる

限りのことをしなければならない」と述べた。 

米政権は感染症対策のための世界銀行の基金に 2億ドル（約 260億円）を追加で拠出すると表明した。米政府高

官によると、首脳会議を通して、ワクチンや治療薬、検査の普及のために世界各国から新たに 31億ドルの資金援
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助が集まったという。 

岸田文雄首相もビデオメッセージを寄せ、アフリカでワクチンなどの医薬品を生産する能力を高めるため、国際

協力機構（JICA）を通じて最大 2億ドルの支援を表明した。 

米国では昨年秋、死者数が 1918年に流行した「スペインかぜ」（約 67万 5000人）を上回り、新型コロナは米国

史上最も多くの死者を出した感染症となった。2021年まで 2年連続で、新型コロナに関連する死因が第 3位とな

る。米ジョンズ・ホプキンス大のまとめでは、11日時点の米国の累計死者数は約 99万 9000人。 

米国の死亡率は、先進国のなかでも高い水準にある。英オックスフォード大の研究者らでつくる「アワー・ワー

ルド・イン・データ」によると、11日時点で米国の死亡率は 1.22%。世界平均（1.21%）もわずかに上回り、英国

やフランス、日本など他の先進国と比べても高い。 

 

背景にはワクチン接種率の低さがある。ワクチンの 2回目接種を完了した人の割合は米国で 66%と、日本（81%）

やフランス（78%）、英国（73%）と比べて低い。米疾病対策センター（CDC）によると、ワクチン未接種者は 2

回接種済みの人に比べて死亡リスクが 20倍高い。特に黒人の接種率が人種別で最も低くなるなど、格差も浮き彫

りとなった。白人に比べて黒人が入院する比率は 2.4倍、死亡する比率は 1.7倍だった。 

米カイザー・ファミリー財団（KFF）などは、新型コロナの死者のうち 4分の 1はワクチン未接種が原因だとする

調査結果も公表した。ワクチン接種歴などをもとに「避けられた死」の総数を算出したところ、23万 4000人に

のぼった。 

重症化リスクの低い「オミクロン型」の感染拡大もあり、重症化予防に有効とされる追加接種は進んでいない。

18歳以上に占める追加接種（3回目接種）を完了した人の割合は 5割未満にとどまる。米国ではオミクロン型の

派生型「BA.2」と「BA.2.12.1」が新規感染の 99%を占めており、感染者数はじわりと増え始めている。 

一方で死者数は落ち着いた動きを見せている。直近の 1日あたりの新規死者数（7日移動平均）は 350人前後と、

昨年 7月下旬以来の低水準にある。バイデン政権のファウチ首席医療顧問は 4月下旬、新たな入院や死亡の減少

が続いていることを踏まえ、「米国はパンデミック（世界的な大流行）の段階から脱しつつある」と語っていた。 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・北朝鮮で 18万 7千人隔離、6人死亡と報道 

＜共同通信 2022年 5月 13日＞ https://nordot.app/897600023226171392 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・4回目接種券、18歳以上全員に 基礎疾患の有無判断は困難 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897312380828844032?c=39546741839462401 

 

・多様なコロナ変異株に有効 富山大のスーパー中和抗体 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897387624306786304?c=39546741839462401 

 富山大は 12日、新型コロナウイルスから回復した患者の血液を基に作った「スーパー中和抗体」が、オミクロ

ン株を含むさまざまな変異株に対して有効だと動物実験で確認したと発表した。今後出現する変異株にも効果が

期待できるといい、重症化を防ぐ治療薬として実用化を目指す。成果は 11日付の国際専門誌に掲載された。 
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 スーパー中和抗体は、回復した新型コロナ重症患者のうち、特に強い中和抗体を持つ人の血液から人工的に作

った抗体。ウイルスの特定の部分に結合し、人などの細胞に侵入するのを防ぐ。この部分は感染時に重要な役割

を果たしている。 

 実用化に向けては製薬会社などと協力する方針。 

---------- 

◇マスク 

・屋外マスク「会話ない時必要ない」と専門家 

＜共同通信 2022年 5月 11日＞ https://nordot.app/897089281980710912 

・保育園児のマスク着用、推奨取りやめ検討…熱中症の危険性指摘で政府 

＜読売新聞 2022年 5月 13日＞ https://www.yomiuri.co.jp/politics/20220512-OYT1T50367/ 

・首相、マスク着用緩和を否定 「今は現実的でない」 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897395552138838016?c=39546741839462401 

・都知事「マスク、国が指針を」 東京で組み換え体 6件確認 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897397316171497472?c=39546741839462401 

・2メートル確保で屋外マスク不要 熱中症リスク説明、松野官房長官 

＜共同通信 2022年 5月 12日＞ https://nordot.app/897331883293081600?c=39546741839462401 

********************************************************************************************* 

[3] 健康安全 

◇アトピー性皮膚炎 かくとかゆみ増す原因は“特殊たんぱく質” 

＜NHK 2022年 5月 12日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220512/k10013621861000.html 

アトピー性皮膚炎などでかゆみがある皮膚をかくと、さらにかゆみが増すのは、刺激によって増える特殊なたん

ぱく質が原因であることを、マウスを使った実験でつきとめたと、九州大学などのグループが発表しました。 

この研究は、九州大学の津田誠主幹教授などのグループが海外の学術誌で発表しました。 

アトピー性皮膚炎などでは、かゆみがある皮膚を繰り返しかくことで、炎症が悪化し、さらにかゆみが増すこと

が知られています。 

グループは、皮膚炎のマウスを使った実験で、繰り返し皮膚をかくと「NPTX2」と呼ばれるたんぱく質が増え、こ

のたんぱく質が脳にかゆみを伝える神経を活性化させていることをつきとめたということです。 

さらに、人工的にこのたんぱく質ができないようにした皮膚炎のマウスを観察したところ、皮膚をかく回数がお

よそ 34％減ったということです。 

グループでは、アトピー性皮膚炎などで強いかゆみが長引くのは、このたんぱく質が原因の 1つになっていると

していて、津田主幹教授は「今回特定したたんぱく質を標的にした新しい薬ができれば、慢性的なかゆさを緩和

する治療薬になりうると考えている」と話していました。 

********************************************************************************************* 

[4] 温暖化対策関係 

◇「炭素中立型の経済社会変革に向けて（中間整理）〜脱炭素で我が国の競争力強化を〜」の公表について 

＜環境省 2022年 5月 12日＞ https://www.env.go.jp/press/111038.html 

---------- 

◇脱炭素実現へ投資「１０年間で１５０兆円必要」…政府が試算公表へ 

＜読売新聞 2022年 5月 13日＞ https://www.yomiuri.co.jp/economy/20220513-OYT1T50014/ 

********************************************************************************************* 

[5] 環境安全関係 

◇（仮称）輝北風力発電事業Ⅰ更新計画に係る環境影響評価準備書に対する環境大臣意見の提出について  

＜環境省 2022年 5月 12日＞ https://www.env.go.jp/press/110897.html 

********************************************************************************************* 

[6] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 
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◇屋外照明のスマート化・ゼロエミッション化モデル事業補助金の公募開始について  

＜環境省 2022年 5月 12日＞ https://www.env.go.jp/press/111029.html 

-------------------- 

[公募結果、意見募集結果] 

◇鳥取大のきのこ研究を国が採択 「遺伝資源に可能性」 

＜朝日新聞 2022年 5月 12日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ5C6TD5Q4XPUUB001.html 

 鳥取大農学部付属菌類きのこ遺伝資源研究センター（FMRC）が取り組む「きのこ類菌類資源の収集・保存・提

供」が、文部科学省の第 5期ナショナルバイオリソースプロジェクトに採択された。同大が 4月 28日に発表した。

今後 5年間、保有する菌株や、研究者・生産者に有償提供する菌株を増やし、全国の研究機関のネットワーク化

に取り組む。 

 文科省のプロジェクトは、バイオリソース（動植物、微生物の組織、集団、遺伝子材料など）を収集・保存・

提供する体制を整備し、質の高いバイオリソースを国内の大学・研究機関が利用できるようにするのが目的。第

5期は FMRCを含め、全国で約 30の取り組みが採択された。 

 FMRC は 2005 年に開設された。日本きのこセンター菌蕈（きんじん）研究所（鳥取市）からの譲渡分約 3千株

を含め、世界最大級の約 9100株を遺伝資源として保有している。菌類の中でもきのこに注目。遺伝情報を取り出

して分類するほか、成分を分析したり、栽培方法を研究したりしている。データベースもつくり、品質を管理・

保証できたきのこの情報を公開している。 

 採択された今回の取り組みでは、新しい保存技術の開発などを進め、これまでの研究活動を拡充。保有する菌

株を 9600まで増やしたり、情報公開する菌株を毎年 50株ずつ増やして 5年後には 2100株にしたりするなどの数

値目標を掲げている。 

 センター長の一柳（いちやなぎ）剛教授は「きのこの遺伝資源は研究分野での利用は少ないが、様々な可能性

があり、医農薬品の開発や環境修復など幅広い分野に貢献できると考えている。そのことを多くの人に知っても

らい、もっと研究分野で使われるようにしたい。そうなればきのこが資源として有用であることを社会に示せる。

それが私たちの使命」と話した。  

********************************************************************************************* 

[7] その他省庁発表 

◇種苗法第十三条第一項及び第二十一条の二第三項の規定に基づき品種登録出願及び届出に係る事項を公示する

件（農林水産省告示第 886号） 

   [官報] 令和 4年 5月 13日 号外 第 103号 9～12頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220513/20220513g00103/20220513g001030009f.html 

********************************************************************************************* 

[8] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会 第1回資料   ５月13日 

＜厚生労働省 2022年 5月 12日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25567.html 

（１）建設アスベスト訴訟最高裁判決を踏まえた一人親方等の保護に関する法令改正について 

（２）個人事業者等に対する安全衛生対策について 

（３）今後の進め方について 

（４）その他 

・転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会 第１回資料   5月13日 

＜厚生労働省 2022年5月12日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25637.html 

・「第１回 転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会」を開催します（開催案内）   ５月13日 

＜厚生労働省 2022年5月12日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25580.html 

［１］今後の具体的な転倒防止・腰痛予防対策の在り方について 

［２］その他 

・第１７回新型インフルエンザ対策に関する小委員会資料    ５月１３日 



ACSES ニュースレター_２３１２_20220513 

 7 

＜厚生労働省 2022年 5月 12日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_25650.html 

抗インフルエンザウイルス薬の今後の備蓄方針について 

・食品安全委員会（第858回）の開催について   5月17日 

＜内閣府 2022年5月12日＞ http://www.fsc.go.jp/iinkai_annai/annai/annai858.html 

（１）肥料・飼料等専門調査会における審議結果について 

   ・「ジクロキサシリン」に関する審議結果の報告と意見・情報の募集について 

（２）食品安全基本法第２４条の規定に基づく委員会の意見について 

   ・添加物「25-ヒドロキシコレカルシフェロール」に係る食品健康影響評価について 

   ・農薬「ピリダリル」に係る食品健康影響評価について 

   ・農薬「ホスチアゼート」に係る食品健康影響評価について 

   ・食品衛生法第１３条第３項の規定に基づき、人の健康を損なうおそれのないことが明らかであるものと 

して厚生労働大臣が定める物質（対象外物質）「クエン酸」に係る食品健康影響評価について 

（３）その他 

・食品安全委員会 農薬第二専門調査会（第20回）の開催について（非公開）   ５月１９日 

＜内閣府 2022年5月12日＞ 

http://www.fsc.go.jp/senmon/nouyaku/annai/nouyaku_annai_dai2_senmon_20.html 

（１）農薬（ピリダクロメチル）の食品健康影響評価について 

（２）その他 

・食品安全委員会 動物用医薬品専門調査会（第252回）の開催について    5月19日 

＜内閣府 2022年 5月 12日＞ http://www.fsc.go.jp/senmon/doubutu/annai/doubutu_annai_252.html 

（１）動物用医薬品（マホプラジン）に係る食品健康影響評価について 

（２）動物用医薬品（イソシンコメロン酸二プロピル）に係る食品健康影響評価について 

（３）その他 

・令和４年度第１回「ABS指針フォローアップ検討会」の開催について   ５月 20日 

＜環境省 2022年 5月 12日＞ https://www.env.go.jp/press/110946.html 

１． 我が国では、生物多様性条約の名古屋議定書に対応した国内担保措置として、「遺伝資源の取得の機会及

びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する指針」（財務省、文部科学省、厚生労働省、農林

水産省、経済産業省及び環境省の共同告示。以下「ABS指針」という。）を平成 29年から交付・施行してい

ます。 

２． ABS指針の施行後５年の経過に先立ち、その施行状況等に関するフォローアップを行うため、昨年度に引

き続き、有識者等から構成される「ABS指針フォローアップ検討会」を、令和４年５月 20日（金）に開催い

たします。 

（１）ABS指針施行後の課題整理と対応の方向性について 

（２）ABS指針フォローアップ検討会報告骨子案について 

（３）その他 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・防災科学技術委員会（第 53回） 議事録   11月 11日 

＜文部科学省 2022年 5月 12日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/aggaac69yJnQuibG 

1. 防災科学技術政策の現状等について 

2. その他 

・防災科学技術委員会（第 54回） 議事録   1月 24日 

＜文部科学省 2022年 5月 12日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/aggaac69yJnQuibH 

1. 防災科学技術政策の現状等について 

2. その他 

********************************************************************************************* 
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[9] 海外の化学物質管理情報  ＜NITE化学物質管理関連情報 第 584号 2022年 5月 11日 から＞ 

〇国際 

・Draft Guidance and Review Documents/Monographs  

＜経済協力開発機構(OECD)＞ 

https://www.oecd.org/env/ehs/testing/draft-guidance-review-documents-monographs.htm  

Developmental Neurotoxicity (DNT) In-Vitro Testing Batteryの ガイダンス案が公開された。意見募集は 2022/06/15

まで。  

-------------------- 

〇欧州 

・ADR Driver training certificates - North Macedonia (updated)  

＜国連欧州経済委員会(UNECE) 2022年 5月 2日＞ https://unece.org/adr-certificates-0  

標記の情報が更新された。  

North Macedonia ADR certificates and description →  

https://unece.org/sites/default/files/2022-05/NorthMacedonia_ADR%20certificate_update_05-2022.pdf  

・Competent authorities for transport of dangerous goods - Belgium (updated)  

＜国連欧州経済委員会(UNECE) 2022年 5月 2日＞  

https://unece.org/transport/dangerous-goods/competent-authorities  

標記の情報が更新された。 Belgium →  

https://unece.org/sites/default/files/2022-05/Belgium_update_2022-04.pdf  

・ADR Country information - Germany (notification of accepted technical code)  

＜国連欧州経済委員会(UNECE) 2022年 5月 2日＞  

https://unece.org/transport/dangerous-goods/country-information-competent-authorities-notifications  

標記の情報が更新された。  

Germany → https://unece.org/sites/default/files/2022-05/Germany_2022-04.pdf  

・Chemical Weapons Convention: Declaration by the High Representative on behalf of the European Union to mark 

the 25th anniversary  

＜欧州理事会 (European Councilおよび Council of the European Union) 2022年 4月 29日＞  

https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2022/04/29/chemical-weapons-convention-declaratio

n-by-the-high-representative-on-behalf-of-the-european-union-to-mark-the-25th-anniversary/  

・Commission Implementing Decision (EU) 2022/677 of 31 March 2022 laying down rules for the application of 

Regulation (EC) No 1223/2009 of the European Parliament and of the Council as regards the glossary of common 

ingredient names for use in the labelling of cosmetic products (Text with EEA relevance)  

＜欧州委員会(EC) 2022年 4月 29日＞  

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32022D0677&qid=1651800951643  

標記の規則が官報公示された。発効は官報公示の 20日後、改正の適用は 2023/04/29から。  

・G/TBT/N/EU/888 Draft Commission Regulation amending Annex XVII to Regulation (EC) No 1907/2006 of the 

European  Parliament  and  of the  Council  as  regards  formaldehyde  and  formaldehyde releasers  

＜欧州委員会(EC) 2022年 5月 2日＞  

https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FEU%2F888  

REACH規則 Annex XVIIの修正案に関する WTO/TBT通報が掲載された。 意見募集は 2022/07/01まで。  

・Commission Delegated Regulation (EU) 2022/692 of 16 February 2022 amending, for the purposes of its adaptation 

to technical and scientific progress, Regulation (EC) No 1272/2008 of the European Parliament and of the Council 

on classification, labelling and packaging of substances and mixtures (Text with EEA relevance)  

＜欧州委員会(EC) 2022年 5月 3日＞  

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32022R0692&qid=1651810820985  

標記の規則が官報公示された。発効は官報公示の 20日後、改正の適用は 2023/11/23から。  
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・European Commission advances work on restrictions of harmful chemicals  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 4月 25日＞  

https://www.echa.europa.eu/-/european-commission-advances-work-on-restrictions-of-harmful-chemicals  

REACH規則に基づくロードマップが公表された。  

・Only representatives must declare their non-EU manufacturers  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 4月 25日＞  

https://www.echa.europa.eu/-/only-representatives-must-declare-their-non-eu-manufacturers  

標記お知らせが掲載された。申告等の期限は 2022/10/14まで。  

・Harmonised classification and labelling consultations  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 4月 25日＞  

https://www.echa.europa.eu/harmonised-classification-and-labelling-consultation  

3物質について CLP規則に基づく欧州調和分類と表示 (CLH) 案が公開された。 意見募集は 2022/06/24まで。  

・ECHA Weekly - 27 April 2022  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 4月 27日＞  

https://echa.europa.eu/view-article/-/journal_content/title/9109026-167  

・Guidance on CLP  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 2日＞  

https://www.echa.europa.eu/guidance-documents/guidance-on-clp?utm_source=echa.europa.eu&utm_medium=displa

y&utm_campaign=customer-insight&utm_content=homepage-howto  

ガイダンス(version 5.0 of the Guidance on Annex VIII to CLP  (limited revision))が公開された。  

・Occupational exposure limits - Call for comments and evidence  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 2日＞ https://www.echa.europa.eu/oels-cce-current-consultation  

4物質に関する意見と情報提供の募集が開始された。期限は 2022/08/01まで。  

・Harmonised classification and labelling targeted consultations  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 3日＞  

https://www.echa.europa.eu/harmonised-classification-and-labelling-targeted-consultations  

銀に関する有害性情報に対して意見募集が開始された。 意見募集は、2022/05/17まで。  

・ECHA Weekly - 4 May 2022  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 4日＞  

https://echa.europa.eu/view-article/-/journal_content/title/9109026-169  

・SME registrants: check your company size  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 4日＞  

https://www.echa.europa.eu/-/sme-registrants-check-your-company-size  

中小企業の規模に関する情報が公表された。訂正の申し出は 2022/05/31まで。  

・New advice for using read-across  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 6日＞ https://www.echa.europa.eu/-/new-advice-for-using-read-across  

・Consultations following ECHA’s Executive Director Requests to the Committees  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 6日＞  

https://www.echa.europa.eu/echas-executive-director-requests-to-the-committees  

2物質群(4,4’-[2,2,2-trifluoro-1-(trifluoromethyl)ethylidene]diphenol (BPAF) and eight BPAF salts、4,4’

-methylenediphenol (BPF))に関する意見募集が開始された。意見募集は 2022/06/20まで。  

・New developments and regulatory applications of the OECD QSAR Toolbox  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 6日＞  

https://www.echa.europa.eu/-/new-developments-and-regulatory-applications-of-the-qsar-toolbox  

標記に関するウェビナーが 2022/04/28に開催され、そのムービーが公開された。  

・Annual Report 2021  
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＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 6日＞ https://echa.europa.eu/annual-report-2021  

・IUCLID 6: April 2022 release  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 6日＞ https://www.echa.europa.eu/-/iuclid-6-april-2022-release  

標記に関するウェビナーが開催される。開催日は 2022/05/12。  

・REACH-IT: April 2022 release  

＜欧州化学品庁(ECHA) 2022年 5月 6日＞ https://www.echa.europa.eu/-/reach-it-april-2022-release  

標記に関するウェビナーが開催される。開催日は 2022/05/18。  

・ECETOC task force reviews external studies of targeted risk assessment tool for chemical exposure at work  

＜欧州化学物質生態毒性・毒性センター(ECETOC) 2022年 5月 4日＞  

https://www.ecetoc.org/news/ecetoc-task-force-reviews-external-studies-of-targeted-risk-assessment-tool-f

or-chemical-exposure-at-work/  

TR 140（Systematic review of published studies of ECETOC TRA Worker exposure predictions）がレビューされた。  

・欧州委員会、産業排出指令の改正案で大規模産業施設からの 汚染物質排出削減を強化へ （2022.04.05 発表）  

＜EICネット：環境イノベーション情報機構 2022年 4月 25日＞  

https://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=47025&oversea=1  

-------------------- 

〇米国 

・Information Collection Request Submitted to OMB for Review and Approval; Comment Request; NESHAP for Paper 

and Other Web Coating (Renewal)  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 4月 25日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/04/25/2022-08700/information-collection-request-submitted-

to-omb-for-review-and-approval-comment-request-neshap-for  

標記の通知が官報公示された。意見募集は 2022/05/25まで。  

・Information Collection Request Submitted to OMB for Review and Approval; Comment Request; NESHAP for Asbestos 

(Renewal)  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 4月 25日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/04/25/2022-08701/information-collection-request-submitted-

to-omb-for-review-and-approval-comment-request-neshap-for  

標記の通知が官報公示された。意見募集は 2022/05/25まで。  

・Information Collection Request Submitted to OMB for Review and Approval; Comment Request; NSPS for Secondary 

Lead Smelters (Renewal)  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 4月 25日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/04/25/2022-08702/information-collection-request-submitted-

to-omb-for-review-and-approval-comment-request-nsps-for  

標記の通知が官報公示された。意見募集は 2022/05/25まで。  

・Information Collection Request Submitted to OMB for Review and Approval; Comment Request; NESHAP for Reinforced 

Plastic Composites Production (Renewal)  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 4月 25日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/04/25/2022-08706/information-collection-request-submitted-

to-omb-for-review-and-approval-comment-request-neshap-for  

標記の通知が官報公示された。意見募集は 2022/05/25まで。  

・Testing Provisions for Air Emission Sources  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 4月 26日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/04/26/2022-07891/testing-provisions-for-air-emission-sourc

es  

標記の提案規則が官報公示された。意見募集は 2022/06/27まで。  
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・EPA Delivers on Three Water Commitments in the Agency’s PFAS Strategic Roadmap  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 4月 28日＞  

https://www.epa.gov/newsreleases/epa-delivers-three-water-commitments-agencys-pfas-strategic-roadmap  

標記のコミットメントが官報公示された。  

・Air Quality: Revision to the Regulatory Definition of Volatile Organic Compounds-Exclusion of 

(2E)-1,1,1,4,4,4-hexafluorobut-2-ene (HFO-1336mzz(E))  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 4月 28日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/04/28/2022-08922/air-quality-revision-to-the-regulatory-de

finition-of-volatile-organic-compounds-exclusion-of  

標記の提案規則が官報公示された。意見募集は 2022/06/27まで。  

 ・WTO/TBT通報文書 → https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FUSA%2F1856  

・Release of Draft Policy Assessment for the Reconsideration of the Ozone National Ambient Air Quality Standards  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 4月 29日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/04/29/2022-09214/release-of-draft-policy-assessment-for-th

e-reconsideration-of-the-ozone-national-ambient-air-quality  

標記の草案が官報公示された。意見募集は 2022/05/31まで。  

・Draft Recommended Aquatic Life Ambient Water Quality Criteria for Perfluorooctanoic Acid (PFOA) and 

Perfluorooctane Sulfonic Acid (PFOS)  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 5月 3日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/05/03/2022-09441/draft-recommended-aquatic-life-ambient-wa

ter-quality-criteria-for-perfluorooctanoic-acid-pfoa-and  

標記の基準案が官報公示された。意見募集は 2022/06/02まで。  

・Control of Air Pollution From New Motor Vehicles: Heavy-Duty Engine and Vehicle Standards; Extension of Comment 

Period  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 5月 3日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/05/03/2022-09497/control-of-air-pollution-from-new-motor-v

ehicles-heavy-duty-engine-and-vehicle-standards-extension  

標記の意見募集の期間延長について官報公示された。意見募集は 2022/05/16まで。  

・WTO/TBT通報文書 → 

https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FUSA%2F1567%2FAdd.2  

・Protection of Stratospheric Ozone: Listing of HFO-1234yf Under the Significant New Alternatives Policy Program 

for Motor Vehicle Air Conditioning in Nonroad Vehicles and Servicing Fittings for Small Refrigerant Cans  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 5月 4日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/05/04/2022-08923/protection-of-stratospheric-ozone-listing

-of-hfo-1234yf-under-the-significant-new-alternatives  

標記の最終規則が官報公示された。発効日は 2022/06/03。  

・WTO/TBT通報文書 → 

https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FUSA%2F1809%2FAdd.1  

・Asbestos; Reporting and Recordkeeping Requirements Under the Toxic Substances Control Act (TSCA)  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 5月 6日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/05/06/2022-09533/asbestos-reporting-and-recordkeeping-requ

irements-under-the-toxic-substances-control-act-tsca  

標記の提案規則が官報公示された。意見募集は 2022/07/05まで。 ニュースリリース → 

https://www.epa.gov/newsreleases/epa-proposes-rule-require-more-comprehensive-reporting-asbestos-continui

ng-work  

・National Emission Standards for Hazardous Air Pollutants: Mercury Cell Chlor-Alkali Plants Residual Risk 
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and Technology Review  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 5月 6日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/05/06/2022-09658/national-emission-standards-for-hazardous

-air-pollutants-mercury-cell-chlor-alkali-plants-residual  

標記の最終規則が官報公示された。発効日は 2022/05/06。  

・Webinar Workshop To Obtain Input on Initial Draft Materials for the Lead (Pb) Integrated Science Assessment 

(ISA)  

＜米国環境保護庁(US EPA) 2022年 5月 6日＞  

https://www.federalregister.gov/documents/2022/05/06/2022-09732/webinar-workshop-to-obtain-input-on-initi

al-draft-materials-for-the-lead-pb-integrated-science  

標記ウェビナーの開催が官報公示された。開催日は 2022/05/26、06/07、 06/22および 06/29の 4回。  

・アメリカ海洋大気庁、2021年の大気中のメタン濃度の年間上昇率は 史上最高と発表（2022.04.07 発表）  

＜EICネット：環境イノベーション情報機構 2022年 4月 25日＞  

https://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=47028&oversea=1  

-------------------- 

〇中国  

・G/TBT/N/CHN/1673  Key Points and Judgment Principles of GMP Inspection for Cosmetics (Draft)  

＜中国 2022年 4月 25日＞  

https://epingalert.org/en/Search/Index?domainIds=1&countryIds=C036%2CC124%2CC156%2CU918%2CC246%2CC344%2CC

360%2CC410%2CC458%2CC554%2CC608%2CC702%2CC764%2CC826%2CC804%2CC704&distributionDateFrom=2022-04-25&distri

butionDateTo=2022-04-26&viewData=G%2FTBT%2FN%2FCHN%2F1673  

標記に関する WTO/TBT通報が追加掲載された。意見募集は 2022/06/24まで。  

・G/TBT/N/CHN/1674   Safety and Technical Standards for Cosmetics (2022)(Draft)  

＜中国 2022年 4月 25日＞  

https://epingalert.org/en/Search/Index?domainIds=1&countryIds=C036%2CC124%2CC156%2CU918%2CC246%2CC344%2CC

360%2CC410%2CC458%2CC554%2CC608%2CC702%2CC764%2CC826%2CC804%2CC704&distributionDateFrom=2022-04-25&distri

butionDateTo=2022-04-26&viewData=G%2FTBT%2FN%2FCHN%2F1674  

標記に関する WTO/TBT通報が追加掲載された。意見募集は 2022/06/24まで。  

-------------------- 

〇韓国  

・G/TBT/N/KOR/1068  Proposed amendments to the “Standards and Specifications for Hygiene Products”  

＜韓国 2022年 4月 26日＞  

https://epingalert.org/en/Search/Index?domainIds=1&countryIds=C032%2CC124%2CC156%2CU918%2CC246%2CC356%2CC

360%2CC410&distributionDateFrom=2022-04-25&distributionDateTo=2022-04-27&viewData=G%2FTBT%2FN%2FKOR%2F106

8  

標記に関する WTO/TBT通報が追加掲載された。意見募集は 2022/06/25まで。  

・G/TBT/N/KOR/1069 Draft Enactment of the ME Public notice on Labeling and Advertising of Consumer Chemical 

Products  

＜韓国 2022年 4月 28日＞ https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FKOR%2F1069  

標記に関する WTO/TBT通報が掲載された。意見募集は 2022/06/07まで。  

-------------------- 

〇台湾  

・G/TBT/N/TPKM/479/Add.1 Amendment to the List of Ingredients Prohibited in Cosmetic Products  

＜台湾 2022年 5月 2日＞  

https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FTPKM%2F479%2FAdd.1  

標記に関する WTO/TBT通報が掲載された。発効日は 2022/07/01。  
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--------------------------------------------------------------------------  

・G/TBT/N/TPKM/487 Draft of Climate Change Response Act  

＜台湾 2022年 5月 4日＞ https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FTPKM%2F487  

標記に関する WTO/TBT通報が掲載された。意見募集は 2022/07/03まで。 Perfluorocarbons (PFCs)、

Hydrofluorocarbons(HFCs)を含有する混合物が対象。  

・G/TBT/N/TPKM/488 Draft  of Restrictions on the Importing of Asbestos-Containing Products  

＜台湾 2022年 5月 4日＞ https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FTPKM%2F488  

標記に関する WTO/TBT通報が掲載された。意見募集は 2022/07/03まで。  

-------------------- 

〇オーストラリア  

・New AICIS registered businesses search (beta) available  

＜オーストラリア 2022年 4月 28日＞  

https://www.industrialchemicals.gov.au/news-and-notices/new-aicis-registered-businesses-search-beta-avail

able  

・Try our new Inventory search (beta)  

＜オーストラリア 2022年 4月 28日＞  

https://www.industrialchemicals.gov.au/news-and-notices/try-our-new-inventory-search-beta  

・INCI names accepted in pre-introduction reports under limited circumstances  

＜オーストラリア 2022年 4月 29日＞  

https://www.industrialchemicals.gov.au/news-and-notices/inci-names-accepted-pre-introduction-reports-unde

r-limited-circumstances  

Pre-introduction reportsの提出において International Nomenclature of Cosmetic Ingredient (INCI) を容認する

基準に関するガイダンスが追加された。  

・New chemical assessment statements and public reports – 29 April 2022  

＜オーストラリア 2022年 4月 29日＞  

https://www.industrialchemicals.gov.au/news-and-notices/new-chemical-assessment-statements-and-public-rep

orts-29-april-2022  

・Updated record-keeping checklists for exempted and reported introductions  

＜オーストラリア 2022年 4月 29日＞  

https://www.industrialchemicals.gov.au/news-and-notices/updated-record-keeping-checklists-exempted-and-re

ported-introductions-0  

・Variation of Inventory listing following approval of an application - 4 May 2022  

＜オーストラリア 2022年 5月 4日＞  

https://www.industrialchemicals.gov.au/news-and-notices/variation-inventory-listing-following-approval-ap

plication-4-may-2022  

1H-1,4,7-triazonine, octahydro-1,4,7-trimethyl-(CAS RN 96556-05-7) に 関するインベントリーの記載が変更され

た。  

-------------------- 

〇フィリピン  

・G/TBT/N/PHL/285 Guidelines on the Voluntary Certification of Food Contact Articles Used for Prepackaged 

Processed Food Products  

＜フィリピン 2022年 4月 25日＞  

https://epingalert.org/en/Search?domainIds=1&viewData=G%2FTBT%2FN%2FPHL%2F285  

標記のガイドラインに関する WTO/TBT通報が掲載された。意見募集は 2022/04/30まで。  

-------------------- 

〇アイルランド  
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・Commission Delegated Directive (EU) 2021/1978 of 11 August 2021 amending, for the purposes of adapting to 

scientific and technical progress, Annex IV to Directive 2011/65/EU of the European Parliament and of the Council 

as regards an exemption for the use of bis(2-ethylhexyl) phthalate (DEHP), butyl benzyl phthalate (BBP), dibutyl 

phthalate (DBP) and diisobutyl phthalate (DIBP) in spare parts recovered from and used for the repair or 

refurbishment of medical devices  

＜アイルランド 2022年 4月 26日＞  

https://eur-lex.europa.eu/search.html?SUBDOM_INIT=ALL_ALL&DTS_SUBDOM=ALL_ALL&textScope0=ti&orText1=1223%2

F2009&textScope1=ti&DTS_DOM=ALL&lang=en&type=advanced&date0=ALL%3A02052022%7C09052022&qid=1652059098621&a

ndText0=2011%2F65  

アイルランドは標記改正を官報公示した。  

********************************************************************************************* 

[10] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・岩手県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（家きん国内 24例目）について  

＜環境省 2022年 5月 12日＞ https://www.env.go.jp/press/111075.html 

・北海道網走市で発生した高病原性鳥インフルエンザ（国内 21例目）に係る移動制限の解除について 

＜農林水産省 2022年 5月 12日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/220512.html 

・秋田県大仙市で発生した高病原性鳥インフルエンザ（国内 22例目）に係る移動制限の解除について 

＜農林水産省 2022年 5月 12日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/220512_4.html 

・岩手県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（国内 24例目）及び「農林水産省鳥インフルエン

ザ防疫対策本部」の持ち回り開催について 

＜農林水産省 2022年 5月 12日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/220512_5.html 

-------------------- 

◇新化学物質、化学物質新利用技術等 

・内面にフッ素のナノチューブ 海水淡水化に応用期待―東大 

＜時事ドットコム 2022年 5月 13日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2022051300087&g=soc 

 内面をフッ素で覆った微細なナノチューブを開発したと、東京大大学院工学系研究科の伊藤喜光准教授や院生

の佐藤浩平さん（現東京工業大助教）らが１３日付の米科学誌サイエンスに発表した。塩水の場合、塩を通さず

に水だけ通す効率が非常に高く、海水を淡水化する次世代水処理膜への応用が期待される。 

 このフッ素化ナノチューブはドーナツ状の化合物を積み重ねて筒状にしたもので、内面がフッ素で覆われた穴

の直径が０．９ナノメートル（ナノは１０億分の１）、外側の直径が５．２ナノメートル。塩水では塩の塩化ナト

リウムがプラスのナトリウムイオンとマイナスの塩化物イオンに分かれており、ナノチューブ内面のフッ素がマ

イナスを帯びているため、塩化物イオンを通さない。全体として電気的な中性を保つ性質があり、プラスのナト

リウムイオンだけが密集して穴に入ることはない。 

 一方、水がこの穴を通る際はフッ素の影響で個々の分子にばらけるため、高速で通過する。動植物などの細胞

膜で水だけ効率良く通すたんぱく質「アクアポリン」（穴の直径が０．３ナノメートル）に比べ、水を通す速さは

４５００倍という。 

 伊藤准教授によると、フッ素化ナノチューブをびっしり並べた水処理膜を実現できれば海水の淡水化が容易に

なるが、製造効率やコストが課題になる。既存の水処理技術に組み合わせる応用が有望だという。 

-------------------- 

◇その他 

・「ガクチカ」に悩む就活生 学生生活と就職戦線、コロナ禍で激変 

＜朝日新聞 2022年 5月 12日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ5C6V0CQ4SOIPE00D.html 

 学生時代、あなたはどんなことに力を入れて取り組みましたか――。就職活動でよく聞かれるいわゆる「ガク

チカ」。就職活動が山場を迎えた今、就活生の間では、このガクチカへの懸念が広がっている。2年間、家にこも

りがちだった若者に、改めて「コロナの壁」が立ちはだかる。 
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 4月下旬、名古屋市内であった大学生向けの合同説明会。企業の人事担当者の説明に、リクルートスーツ姿の

就活生たちが真剣な表情でメモ帳にペンを走らせる。そんななか、愛知県内の私立大学 4年の女子学生（21）が、

肩を落としてつぶやいた。 

 「ガクチカが一番困っている。何もなくて……」 

■アピール材料、コロナ禍で不… 

―[備考] 「ガクチカ」：「学生時代に力を入れたこと」― 

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇近づく「再エネ敗戦」、逃した変革の好機 グリーン成長の虚実に迫る 

＜朝日新聞 2022年5月12日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ5B2TRLQ59ULFA034.html 

 強烈な風が、日本海に白波をたてながら秋田に吹きつける。受け止めるのは、洋上に林立する巨大な風車だ。3

本の白い羽根がゆったりと回転し、そのエネルギーが電力に変わる。羽根の最高到達地点の150メートルは、40

階建ての超高層ビルに匹敵する――。 

 日本初となる大型の洋上風力発電が今年末、現実の姿になる。秋田港と能代港で計33基が稼働を始める。さら

に8年ほど後には、もっと大きな風車が周囲の海に並び立つ。その数、103基。発電規模は原発1基分にも相当する。

近くの2海域でも計画が進む。 

 2050年のカーボンニュートラル（脱炭素）を掲げる日本政府にとって、洋上風力は温暖化対策と経済成長を両

立させる切り札だ。 

 環境対策を成長の機会ととらえる「グリーン成長」は、コロナ後を見据えた世界の潮流となっている。 

 それは、世界を豊かにしてきたはずの資本主義が直面する「二つの壁」を、同時に乗り越える試みだ。ひとつ

は富を生み出すスピードが鈍ってしまった低成長。もうひとつは、逆に経済の拡大が環境に負荷をかけすぎたこ

とによる地球の危機である。 

 政府は20年末にまとめた「グリーン成長戦略」で、洋上風力を14ある「重要分野」の最初に位置づけた。40年

には最大4500万キロワットの導入をめざす。世界的な脱炭素の流れにあわせた目標だが、その未来は約束された

ものではない。 

育たない風力関連産業 

 大森建設（能代市）は風力発電建設で、海底の基礎が流されるのを防ぐ工事や送電線の整備を担った。「日本

で最初のプロジェクトに、地元として参画したいと思った」と大森啓正専務（34）。地元企業などと新会社をつ

くり、現場に作業員を運ぶ輸送船（CTV）2隻も運航。船員12人を雇う。 

 風力発電は数万点の部品を使い、20～30年稼働する。地域で関連産業が育つ効果への期待も大きい。秋田のよ

うに、人口が大きく減り続けている地域ではなおさらだ。 

 しかし、秋田、能代両港の事業を手がける秋田洋上風力発電の岡垣啓司社長（51）は「主要部品はほぼ海外製。

日本企業を選ばなかったのではなく、残念ながら選択肢がそもそもなかった」と話す。風車はデンマークのベス

タス製。発電機が入るナセルや羽根、支柱は欧州や中国製を船で運んできた。国内での調達率は2割ほどにとどま

る。 

 世界風力会議（GWEC）によると21年の洋上、陸上を合わせた風力発電の導入量は1位の中国が3億4千万キロワッ

トに迫る。日本は75分の1の452万キロワットに過ぎない。 

 欧州や中国が先を行く中、日本の風力発電産業は縮み続け、まとまったサプライチェーン（部品供給網）は国

内に存在しない。政府は40年に国内調達率を6割にする目標を掲げる。「『絵に描いた餅』とならないよう取り組

む」と自らを戒める。 

 かつて、日本企業が発電用の風車を輸出していた時代があった。 

再生可能エネルギーが世界の一大産業になったのに、日本の存在感は薄いまま。とりわけ、今後急拡大が見込ま

れる風力発電の出遅れは深刻です。東京電力福島第一原発事故を経験し、エネルギー政策を根底から見直す機会

もあったのに、世界に後れをとったのはなぜなのでしょうか。 

「風向き」に振り回された三菱重工 

 造船の街、長崎市中心部から… 
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-------------------- 

◇日本が水素で負けるのか？ 

＜NHK 2022年 5月 12日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220511/k10013620711000.html 

次世代エネルギーの「本命」とも言われる水素。脱炭素社会実現に向けた切り札です。日本は 2017年、世界に先

駆けて水素基本戦略を策定しました。しかし、その後、世界各国も「本命」を手に入れようと力を入れ始め、今

は激しい争奪戦となっています。スマホや半導体のように欧米にまたもや先を越されてしまうのか。厳しい現状

と日本の勝ち筋を探ります。 

経産省内の危機感 

日本のエネルギー政策の司令塔である経済産業省。ある幹部が私に深刻な表情でこう打ち明けました。 

「日本が脱炭素燃料でも世界に負けてしまいかねない事態だ」 

日本が世界に負けてしまう？ 

この幹部が危機感を募らせていたのは水素のことです。水素は水からも作ることができ、燃やしても二酸化炭素

を出さない、理想的な次世代エネルギーと期待されています。 

日本がトップを走る 

日本は水素開発の分野で世界のトップを走ってきました。早くから関連技術の開発に着手し、トヨタ自動車や日

産自動車、パナソニックなど大手企業が数多くの特許を保有しています。 

2014年、トヨタは水素を燃料として使う量産型としては世界初の燃料電池自動車「MIRAI」をデビューさせ、世

界をあっと言わせました。 

2017年には政府は世界に先駆けて水素の国家戦略を打ち出しました。 

2030年ごろに水素を燃料とする発電を商用化して原子力発電所1基分に相当する100万キロワット規模の発電を

目指すことや、効率的な輸送を可能にする技術の確立などをいち早く宣言したのです。 

猛追するドイツ、オランダ、アメリカ 

ところが水素の実用化に向けて海外が猛追してきています。 

代表格はドイツです。日本から遅れること 3年、ドイツは 2020年に国家水素戦略を策定しました。国内の水素技

術の創出や海外との連携におよそ 90億ユーロ、日本円で 1兆円を超える強力な支援を決めました。 

そして、再生可能エネルギーから水素をつくる装置の設備投資に多額の補助金を拠出します。この装置を水素の

製造コストが安い中東やアフリカなどに輸出し、現地で製造した水素をドイツに輸入する戦略を動かし始めてい

ます。 

同じ EU＝ヨーロッパ連合のオランダは輸送に焦点をあてています。 

世界有数の石油などの輸入港であるロッテルダム港で、水素の輸入を通じて、ドイツなどのヨーロッパ各国にエ

ネルギーを供給することをねらっています。 

ロッテルダム港湾局を中心に研究機関や企業とコンソーシアムを組み、EUの補助金を活用した調査を実施してい

ます。2050年に水素搬入量 2000万トンという目標を掲げて、早ければ来年からパイプラインによる水素輸送や

海外からの大規模輸入を検討しています。 

またアメリカもおよそ 1兆円の政府補助金を拠出し、国内の 4地点以上に水素の製造、貯蔵、そして輸送を行う

大規模な拠点を整備する予定です。 

研究開発だけでなく、インフラ整備や実用化まで政府が手厚く支援しているのです。 

国際標準化で出遅れ 

水素は環境にやさしいつくり方かどうかで主に 3つに分類されます。 
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グレー水素 

天然ガスなど化石燃料でつくる（何もしない） 

ブルー水素 

天然ガスなど化石燃料でつくり、製造時に発生する二酸化炭素を地下に埋める 

グリーン水素 

再生可能エネルギーで水を電気分解してつくる 

今、世界中の水素は 99％がグレー水素だと言われています。 

欧米は製造時の二酸化炭素の削減基準を示し、ブルー水素の基準を厳しくしています。まだこの分野で明確な国

際基準がないなか、先行して基準を示すことで水素の国際標準を主導したいという思惑があるものとみられてい

ます。 

日本は国として基準を示せていません。 

半導体での苦い思い 

冒頭、経済産業省の幹部が語った「世界に負けてしまいかねない」との危機感。 

実は日本は最初は先頭を走っていたのに気が付いたら抜かれてしまったという苦い経験をいくつも重ねているこ

とが背景にあります。思い起こされるのは、半導体や液晶パネル、携帯電話や太陽電池などです。 

このうち半導体は 1980年代後半には日本の世界シェアは 5割以上。シェアトップ 10には、日本のメーカーが 6

社も入るなど、2位のアメリカを大きく引き離す状況でした。 

しかし、工場を持たずに設計に専念するファブレスの時代に乗り遅れ、90年代の深刻な金融危機と景気悪化に企

業は苦しみ、研究開発への投資ができなくなりました。政府も明確な半導体戦略を描く余裕もなく、思い切った

資金支援もないまま、競争力を失っていったのです。 

現在（2019年）は日本の半導体の世界シェアは 1割を切っています。 

勝つために:運搬技術 

日本が水素でリードを維持するためにはどうしたらいいのか。強みを磨き続けることが重要だと指摘されていま

す。 

その 1つが水素の運搬技術です。 

川崎重工業は世界で唯一、液化した水素を船で運搬する技術をもっています。 

高い密閉性と耐久性が求められるため、最新の真空断熱技術などが用いられています。水素をマイナス 253度に

冷やして液化し、体積を 800分の 1にしてより多くの水素を効率よく運ぶことができるのです。 

この液化水素運搬船は一回の航行で燃料電池車 1万 5000台分の水素を運ぶことができるということで、今後技術

開発が進めば水素の供給コスト低下につながると期待されています。 

ことし 2月にはオーストラリアで取り出した水素を初めて神戸港に運搬することに成功し、会社では 2030年ごろ

の商用化を目指しています。 
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勝つために:巨額投資負担する仕組み 

水素を一般に普及させていくためには供給側と需要側の双方を同時に立ち上げなければなりません。製造側が「ニ

ーズがない」、使う側が「コストが高い」と言っているようではいつまでも普及しません。 

研究開発から実用化まで一気通貫した支援にはばく大なコストがかかります。 

専門家は開発する企業が投資判断を予見しやすい制度の設計を急ぐ必要があると指摘します。 

九州大学 佐々木センター長 

「かつてもともとコストが高い LNGを商用化できたのも国民に広く負担する仕組みづくりがあったからだが現在

はそうしたスキームがなくなっている状況だ。脱炭素燃料への投資環境が進まないと、いずれ脱炭素燃料が手に

入らなくなり、最終的に国民が損をする事態になってしまう」 

ドイツは輸入した水素を 10年間固定価格で官民で作った財団が買い取る新たな仕組みを導入する予定です。日本

でも導入されている再生可能エネルギーの固定価格買取制度の“水素版‘’のような制度で、2年後の 2024年か

らドイツへの輸入を開始する計画です。 

またイギリスでは、政府が基準価格を設定し、市場価格との差を補償する事業者への補助金のような制度を検討

しています。 

専門家はイギリスやドイツのように水素の基準価格と市場価格との差を補償する制度の検討を急ぐべきだとして

います。 

期間を限定して事業者に補償する制度や、二酸化炭素の排出量に応じて企業にコストを負担してもらう「カーボ

ンプライシング」を財源として事業者を支援する制度など、国民負担を考慮した施策も考えられるとしています。 

待ったなしの温暖化対策 

地球温暖化は平均気温の上昇、干ばつや大雨、海面上昇などさまざまな悪影響を私たちの暮らしにもたらすとさ

れています。 

残念ながら日本は発電の 70％以上をいまだ化石燃料に頼り、温暖化対策は道半ばです。 

政府は 2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする目標を掲げていますが、太陽光などの再生可能

エネルギーだけで実現するのは厳しく、原子力発電の利用拡大も国民の反発から困難が伴います。 

せっかく技術でリードしている水素をいかに活用し、普及させていくのか。ここからが正念場となりそうです。 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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